
指定管理者募集要項等に関する質問への回答書  

 

令和７年７月２５日  

整理

番号 

資料の 

名称 
頁 質問内容 回   答 

１  

４ 

１－(1)－① 

各種事業の実施にあたっては、事前に事

業計画書（予算含む）を提出し、市の承

諾が必要なのか。 

各種事業内容が、当該施設の設

置目的に合致しているか、予算と

比較し無理な計画となっていない

か等の確認を目的としているた

め、事業計画書（予算を含む）の

提出が必要です。 

２ 

 

 

 

 

募集 

要項 

１－(1)－② 

利用者負担金（市の事前承認が必要）と

は何か。 

 指定管理者企画事業は、指定管

理料に含んでいることから、事前

に市へ提出する事業計画書のなか

で、利用者負担金を記載していた

だきます。 

 市は、利用者負担金だけでなく、

予算を含めた計画全体が、施設の

設置目的に沿ったものであるか、

指定管理料から支出すべき事業か

どうか事前に確認を行います。 

３  

１－(1)－③ 

市企画事業とは何か。 

市企画事業とは、「市が事業内容

を具体的に定め、指定管理者が実

施する事業」のことをいい、指定

管理料には含まれていません。 

４  ５ 

１－(2)－① 

基本協定締結後に、指定管理者の責任に

おいて自主的に企画・実施する事業とは

何か。 

 協定書に定めない事業（自主事

業）とは、指定管理者が市の承諾

を得て、施設の設置目的に沿った

ものを、自由に企画して、自主的

に行う事業のことです。自主事業

に要する費用は、指定管理者の自

主財源で賄うこととなり、指定管

理料を充てることはできません。 

自主事業による収入は全てが指

定管理者の収入となる反面、損失



が生じた場合の市による補填はあ

りません。 

５ 

 

 

 

 

 

 

募集 

要項 

 

 

 

 

 

 

５ 

１－(2)－② 

人件費の増加（約1,800万円）の理由は

何か。清掃スタッフ2名とは何か。 

昨今の賃上げを踏まえ人件費を

算定しています。清掃業務に必要

な費用を人件費（清掃スタッフ）

として計上しています。 

清掃業務は建物内外及び敷地周

辺を清潔で衛生的に維持するとと

もに、文化施設に相応しい美観を

保つことを目的としています。な

お、清掃方法等については、国土

交通省大臣官房官庁営繕部「建築

保全業務共通仕様書」等、関係法

令を参照し、適切に行う必要があ

ります。 

清掃業務の目的を達成できれ

ば、清掃スタッフを雇用する必要

はなく、再委託等を妨げるもので

はありません。 

６   

１－(2)－③ 

印刷製本費の予算は役務費（広報・PR 費）

に含むのか。 

パンフレット及び広報誌（１回

／月）は、広報・PR 費に含んでい

ます。 

７   

１－(2)－④ 

備品購入費（3,661千円）は予算が多す

ぎるように思われるがどうか。 

 令和５年度及び令和６年度の実

績を参考にして算定しています。 

 老朽化した備品の更新も必要と

考えており、執行残額は、精算対

象としています。 

８   

１－(2)－⑤ 

租税公課（Ｒ６・800万円）の予算が計

上されていないのは何故か。 

 募集要項等に記載している指定

管理料に項目として出ていません

が含まれています。 

９   

１－(2)－⑥ 

指定管理料の増加（約6,000万円）の要

因は、人件費の増加（約1,800万円）と

委託費の増加（約5,700万円）と考えて

 施設、附属設備等の維持管理に

係る委託費については、各専門業

者から見積りを徴収し算定してい

ます。賃上げや物価高騰、保守点



よいか。委託費の増加理由は何か。 検業務の追加により、結果的に前

回の指定管理料より増額となって

います。 

なお、特記仕様書に業務種別と

頻度を記載していますので、必要

回数について、ご確認をお願いし

ます。 

10 
募集 

要項 

８ 

１－(3)－① 

指定管理料の支払いは、概ね四半期ごと

の実績払なのか。 

 指定管理料の支払いは、概ね四

半期ごとの実績払を基本としま

す。 

ただし、支払い方法の詳細につ

いては、基本協定締結前に双方で

協議を実施し、定めることとしま

す。 

11  

１－(3)－② 

精算対象に指定管理者企画事業費があ

がっているがどういうことか。光熱水費

や委託料は清算対象にあげなくてよい

のか。 

 修繕料、備品購入費、指定管理

者企画事業費を精算対象としてい

ます。指定管理者企画事業につい

ては、特記仕様書16/25頁の４－

(1)－ア－(イ)をご参照ください。 

 その他の経費につきましては、

リスク分担表に基づき、双方で協

議を行い、決定することとします。 

12  ９ 

１－(4)－① 

「９ 運営に際する目安」ではなくて

「令和５年度から７年度の運営状況」で

はないのか。 

令和５年度及び令和６年度は実

績値、令和７年度は目標値となっ

ています。 

13 

 

 

 

仕様書 

２ 

２－(1)－① 

楽屋 15.8㎡（定員３人程度）で、ここ

だけ「程度」という表現がされているが、

何か意味があるのか。 

施設諸室の面積・定員は仕様書

に記載のとおりです。 

14  ３ 

２－(2)－① 

５(6)と要項５/12(2)の記述の違いは何

故か。 

 要項は、自主事業とはどういっ

た事業かという定義を説明したも

のです。 

対して、仕様書では考え方を記



載しています。自主事業に要する

費用は、指定管理料を充てること

ができないことから、入場料等の

利用者負担金や自主財源を充てる

こととなります。自主事業による

収入は、全てが指定管理者の収入

となる反面、損失が生じた場合の

市による補填はありません。この

ため、自主事業に対し消極的にな

ることも考えられますが、施設の

にぎわい創出や住民サービス向上

を図る目的から、積極的に自主事

業の企画に取り組んでいただきた

いと考えています。 

15 

仕様書 

７ 

２－(3)－① 

(3)その他の収入 自主事業以外の入場

料収入は指定管理者の収入にならない

のか。 

 自主事業による収入は、全てが

指定管理者の収入となります。 

一方、市企画事業及び指定管理

者企画事業に要する費用に対して

は、指定管理料または利用料金な

らびに利用者負担金を充てること

ができるとしています。よって得

られた収入は、原則、同事業に要

する費用に充てることとなりま

す。 

年度末に、自主事業以外の事業

による収入や執行残額が発生する

場合は、精算により市に返還する

ものとしています。 

16 

 

特記 

仕様書 
３ 

３－(1)－① 

指定管理者対応の修繕は、30万円未満／

件から50万円未満／件に基準額が変わ

るということでよいか。 

昨今の賃上げや物価高騰を踏ま

え変更しています。 

17 
 

15 
３－(2)－① 

(3)オ 市の物品と指定管理者購入の物

指定管理料により購入した物品

は、施設使用に必要な備品であり、



品を区分管理する理由は何か。 市の財産であるため、市の関係規

定に従う必要があります。 

指定管理者の自主財源により購

入した物品は、指定管理者の財産

であることから指定管理者が自由

に購入・処分することが可能です。

このため明確に区分し、管理する

こととしています。 

18 

 

 

 

 

 

 

 

特記 

仕様書 
16 

３－(3)－① 

「地域文化芸術・・・収入が見込めない

事業であっても積極的に企画・実施する

こと」の記述の意味合いは何か。財源措

置はあるのか。 

収入が見込めない事業とは、例

えば、収益目的でない公共の福祉

に資するものや、地域伝統文化の

継承等のイベント、地域住民の小

規模なイベントについて、入場者

の増加を図るため、入場料を無料

もしくは安価にする等の事業を想

定しています。 

 このような地域性の高いイベン

トについて利用しやすい施設であ

ることが重要であると考えている

ため、収益の見込めない当該事業

を「指定管理者企画事業」と定義

し、指定管理料または利用料金な

らびに利用者負担金を充てること

ができることとしています。 

19 

 

17 

３－(4)－① 

「喫茶室の営業 自主事業扱い、必要な

手続きは営業する者が行う。」により、

具体的な事務手続きはどうなるのか。 

 喫茶室の営業は自主事業として

いるため、喫茶室の営業に要する

費用に指定管理料を充てることは

できません。 

 指定管理者が直接営業を行う

か、他事業者に委託するかは自由

です。 

 よって、喫茶室の営業に必要な

諸手続きについても営業する者が

行うこととしています。 



20 
特記 

仕様書 
17 

３－(4)－② 

「(3)イ 指定管理業務の開始前に危機

管理マニュアル作成と職員研修」の対応

は可能なのか。 

 指定管理業務を行う職員は、各

施設にお客様を迎えるにあたり、

施設管理の初日であっても危機管

理に対する知識を備えておく必要

があります。そのため指定の期間

開始前（引継ぎの期間）に、各施

設における危機管理マニュアルを

作成して、指定管理者職員に対し

危機管理に関する研修を行ってく

ださい。 

 なお、指定管理者職員への研修

は定期的な実施が必要であると考

えますので、毎年度定期的に研修

実施できるよう計画を立ててくだ

さい。 

 


